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世界分散投資戦略ファンド 
愛称：グローバル・ビュー 

運用報告書(全体版) 
 

第４期（決算日2018年１月22日） 
 

作成対象期間（2017年７月22日～2018年１月22日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
商 品 分 類 追加型投信／内外／資産複合／特殊型（絶対収益追求型） 
信 託 期 間 2016年５月13日から2026年１月21日までです。 

運 用 方 針 

野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、内外
の短期有価証券および上場投資信託証券等の現物有価証券を実質的な主要投資対象とし、世界各国の株価指数先物取引、債券先物取引
等の有価証券先物取引等および為替予約取引等を実質的な主要取引対象とします。信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを
基本とします。 

主な投資対象 
世界分散投資戦略ファンド 

マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。なお、内外の短期有価証券および上場投資信託証券等
の現物有価証券に直接投資する場合があります。 

マザーファンド 
内外の短期有価証券および上場投資信託証券等の現物有価証券を主要投資対象とし、世界各国の株価指数
先物取引、債券先物取引等の有価証券先物取引等および為替予約取引等を主要取引対象とします。 

主な投資制限 
世界分散投資戦略ファンド 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 
外貨建て資産への実質投資割合には制限を設けません。 

マザーファンド 
株式への投資割合には制限を設けません。 
外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等から、利子・配当等収益等の水準
および基準価額水準等を勘案して分配します。留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組入比率 

株   式 
先物比率 

債   券 
組入比率 

債   券 
先物比率 

投資信託 
証   券 
組入比率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ 百万円 

2016年５月13日 10,000 － － － － － － － 138 

１期(2016年７月21日) 10,341 10 3.5 － 42.3 31.1 4.5 19.8 734 

２期(2017年１月23日) 10,286 10 △0.4 － 31.5 35.4 △26.3 20.9 1,348 

３期(2017年７月21日) 10,594 10 3.1 － 23.2 46.2 △ 5.2 15.9 2,586 

４期(2018年１月22日) 10,915 10 3.1 － 28.0 67.8 △29.5 17.6 3,844 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」、「債券組入比率」、「債券先物比率」、「投資信託証券

組入比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率、債券先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

＊当ファンドは、絶対収益を目標としているため、ベンチマーク等はありません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

2017年７月21日 10,594 － － 23.2 46.2 △ 5.2 15.9 

７月末 10,568 △0.2 － 21.8 49.3 △ 7.2 16.3 

８月末 10,550 △0.4 － 21.8 56.8 △13.5 15.9 

９月末 10,605 0.1 － 16.8 60.8 △15.3 16.5 

10月末 10,658 0.6 － 20.8 61.3 △18.5 19.4 

11月末 10,648 0.5 － 24.1 74.3 △29.4 19.5 

12月末 10,752 1.5 － 28.7 63.1 △24.1 16.9 

(期  末)        

2018年１月22日 10,925 3.1 － 28.0 67.8 △29.5 17.6 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」、「債券組入比率」、「債券先物比率」、「投資信託証券

組入比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率、債券先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2017年７月21日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

期末時点の当ファンドの基準価額は10,915円（分配後）となりました。期末に、分配金とし

て10円をお支払いしましたので、分配金を加算すると3.1％の値上がりとなりました。ファン

ドの基準価額変動の主な要因を以下に記します。 

 

（株 式 運 用／＋）株式を期間平均30％程度買い持ちする戦略が、期間中に株式市場が上

昇したことによって3.5％程度プラスに寄与しました。また、地域内で

の国の選択や業種選択もプラスに寄与して、株式戦略全体では、基準

価額を4.3％程度押し上げる結果となりました。 
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（債 券 運 用／＋）債券デュレーションを期間平均2.3年程度で運用したことは、期間中に

債券利回りが上昇したため、基準価額にマイナスに影響したものの、

デュレーション（注）の大部分を欧州にしていた地域配分戦略、物価連

動国債や新興国国債への投資がプラスに寄与して、債券戦略全体では、

基準価額を0.5％程度押し上げる結果となりました。 

 
（注）デュレーションとは金利がある一定の割合で変動した場合、債券の価格がどの程度変化するかを示

す指標です。この値が大きいほど金利変動に対する債券価格の変動率が大きくなります。 

 

（通 貨 運 用／－）期間中日本円や米ドル等などに対して上昇したユーロや英ポンドを売

り持ちにする戦略を取っていたことが基準価額に対してマイナスに影

響して、通貨戦略は基準価額を0.7％程度押し下げました。 

 

（オルタナティブ／＋）期間平均で１％程度保有していたリートは基準価額に対してほぼ影響

を与えませんでした。 

 金を中心にした商品投資がプラスに寄与しました。オルタナティブ戦

略は、基準価額を0.1％程度押し上げる結果となりました。 

 

その他、信託報酬や売買手数料等は、基準価額を1.1％程度押し下げました。 

 

○投資環境 

米国トランプ大統領の掲げる税制改革に対する期待やその反動、2017年10月の日本の衆議院

選挙等の政治的なニュースの他、中東や朝鮮半島における緊張の高まりやOPEC（石油輸出国

機構）の協調減産に対する期待、英国のEU（欧州連合）離脱交渉の進展等が市場の関心を集め

ました。そのようなイベントやニュースに反応して市場が上下する中でも、期を通じて市場に

影響を与えたと思われるのが欧米の金融政策です。景気好調の継続が、インフレ率の回復を招

き、それがやがて本格的な金融引締局面への移行につながるという一連の流れが、どれほどの

スピードで生じ、或いは生じないのかという議論が、金融当局でも市場でも喧しかったです。 

2016年11月の米国大統領選挙以降に急上昇した米国ドルの対主要国レートは、その反動や政

策期待の低下から期首より下落傾向に陥る一方、欧州や北欧、カナダなどその他の国の通貨は

景気の堅調さに注目が集まったことにより対ドルで上昇しました。米国において雇用統計等の

経済指標が好調にも関わらず物価の伸び率が鈍いことから金融当局者が緩やかなペースの利

上げしか行わないだろうとの見方が市場の大勢を占めたため、短期金利の上昇とは対照的に長

期金利が限定的な変化にとどまったこともドル安の背景の一つです。長期金利の安定はまた、

景気好調を支え、結果として株価や事業債価格上昇の追い風にもなったと考えられます。 

勿論、米国をはじめ世界的に株価が大きく上昇したのは金利低下によるものだけではなく、

背景には2016年前半までの停滞状態を抜け出して、再び拡大の足取りを強めた世界景気があっ

たことは言うまでもありません。９月以降は、米国の税制改革法案の進展も株高の流れに棹差
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す役割を演じた結果、主要国の株価指数には史上最高値を更新するものも多く、日本でも日経

平均株価が26年ぶり高値を更新しました。 

欧州に目を転じると、景況指数が好調を維持していること等を背景に為替市場でユーロが多

くの通貨に対して上昇しました。ドイツの長期債利回りは金融緩和の継続決定から2017年12月

中旬までは低下していたものの、それ以降はECB（欧州中央銀行）のタカ派的な政策に警戒し

て上昇しました。 

 

○当ファンドのポートフォリオ 

［世界分散投資戦略ファンド］ 

主要投資対象である［野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド］を、期を

通じて高位に組み入れました。 

 

［野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド］ 

・期中の主な動き 

【株式】 

前期末に30％弱だった投資比率を、欧州株中心の売却によって９月末には24％程度まで減ら

しました。しかし、その後段階的に比率を引き上げて期末時点で38％程度の投資比率にしてい

ます。 

前期末から９月頃までは株式市場が実際の景況よりも少し先の景況を織り込んで値動きす

る傾向があることを考慮すると、更に株式市場が上昇を続けるには景気拡大の伸びしろが足り

ないと判断していたことに加えて、先進国の金融政策がタカ派転換することを警戒して株式を

減らしていきました。景気拡大が続くが故に金融政策が引締局面へ移行しやすいと考えたため

です。特にマイナス金利や量的緩和などの金融緩和政策で支えられてきた欧州株式に対しては

金融引き締めが意識される場合には、そのインパクトが大きくなることを想定して欧州株式の

比率を減らしました。 

しかし、想定外にインフレ率の上昇が鈍いことや、欧米の金融当局者の姿勢が依然として景

気や市場に配慮を示したものだったことを受けて、更なる景気拡大や株式上昇の余地がまだあ

るとの判断から株式の投資比率を増やしていきました。 

 

【債券】 

景気拡大に続いてインフレ率回復期待が高まることを想定したため、ファンドの金利感応度

を示すデュレーション（注）を２年前後と比較的短めを維持して、金利上昇に備えた運用をしま

した。 

地域では、金融緩和を続けている欧州にはある程度のデュレーションを持っていた一方で、

利上げを行っている米国や、主要輸出品目の一次産品価格回復を受けた好況で、利上げに転じ

ることが展望しやすいカナダやオーストラリアのデュレーションを一時マイナスにする等短

めとしました。米国国債の利回りが次第に上昇していくことを想定したため、その余波で投資
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家の関心が冷めていくと考えた事業債や新興国債券への投資比率を削減しました。逆に、期待

インフレ率が回復することを想定したため、この場合に価格上昇を期待しやすい物価連動国債

への投資は活発化しました。 

 
（注）デュレーションとは金利がある一定の割合で変動した場合、債券の価格がどの程度変化するかを示す指標です。この値が大きいほど金

利変動に対する債券価格の変動率が大きくなります。 

 

【通貨配分】 

為替ヘッジ後の円貨比率を100％から±３％程度に抑えることによって、日本円の変動に左

右されにくい運用を行いました。 

外貨の中の通貨選択に関しては、米国のタカ派的な金融政策を背景とする米ドル上昇を想定

して、８月から買い持つ戦略を取りました。また、資源価格の上昇を見込んで資源輸出国のカ

ナダドル、オーストラリアドルやノルウェークローネ等も期間を通じて買い持ちしました。一

方、EU離脱交渉の難航が経済にとって重石となると考えた英国ポンドは売り持ちとしました。 

 

【オルタナティブ】 

リートのウェイトは２％以下に抑えました。金融引き締めから生じる金利上昇がリート資産

には重荷になることを想定したためです。 

商品投資は期間を通じて金に１％程度の投資を維持しました。また９月からコモディティ指

数連動ETFへの投資を拡大しました。 

 

以下は、野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンドの組み入れ比率です。 

 

・実質株式組入比率（％） 
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・実質債券組入比率（％） 
 

  

 

・その他資産組み入れ比率（％） ・債券デュレーション（年） 
 

  

 

・通貨配分（％） 
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○当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは、絶対収益を目標としているため、ベンチマーク等はありません。 

グラフは、期中の当ファンドの月次基準価額騰落率です。 

 

 
 

 

◎分配金 

（１） 今期の収益分配については、利子・配当等収入、信託報酬などの諸経費を勘案して分配

を行いました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第４期 

2017年７月22日～ 
2018年１月22日 

当期分配金 10  

(対基準価額比率) 0.092％ 

 当期の収益 10  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 914  
 

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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◎今後の運用方針 

［野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド］ 

●投資環境見通し 

世界景気が現在の拡大局面に転じてからすでに８年以上経過しているものの、2015年の米ド

ル高・エネルギー価格急落に端を発するとみられる一時的な中だるみが逆に活力の温存効果と

なったかのように、現在では再び先進国が新興国を主導する形で地域を超えた景気拡大が広

がっています。 

現在の世界景気を牽引してきた米国の経済指標を多方面から分析したところ、向こう１-２

年以内の景気後退を示唆するような成熟はほとんど観察されません。一方、先進国に対してや

や劣後してきた新興国景気には各国の経済・政治状況に差こそ見られるものの、商品市況の回

復とインフレ率の安定により、全体的には景気拡大余地が依然小さくないと判断しています。

短期的に注意を要するとすれば、堅調な消費と好調な住宅市場に支えられてこのところ予想を

上回る経済成長を実現していた中国において、当局の引締政策が成長率を鈍化させることで

しょうか。 

いずれにせよ、現在の世界景気拡大は未だ中盤にさしかかったところに位置するに過ぎない

と考えています。 

ただし中盤に位置することは、コモディティなど一部の資産には好都合ながら、代表的なリ

スク資産である株式や、非投資適格債券等にとっては必ずしも好都合ではなく、長期金利上昇

によってリスク資産価格が一時的にせよ下落に転じやすい局面であることには注意が必要です。 

これまでのところ、市場が注目する主要国の中央銀行が超緩和的政策から舵を切ることに対

して非常に慎重なことが味方して、長期金利は落ち着いた動きを続けています。しかし、その

前提条件であるインフレ率の低位安定に、金融当局、市場のいずれか片方でも疑いを持った場

合には、長期金利はここ１年のレンジを破って上昇するものと見られ、現在の世界景気はこの

誘因となるに十分なほど温まっていると考えています。 

 

●株式 

世界景気が全般的にすでに好調で、一段の加速を望める局面ではなくなっているものの、こ

こから市場を転換させるような、当局のインフレ目標達成の兆候が見られない限りは、株式市

場は安定推移すると見られます。そのため、しばらくは期末時点と同程度の40％前後のウェイ

トを維持する方針です。インフレ率加速の兆候が見られた場合には、金融引き締めが意識され

て市場は一時的にせよ、下落することが想定されるため、その場合は株式の比率を下げる方針

です。 

地域配分においては、資源輸出国であるカナダ、オーストラリア、ノルウェー株を増やす方

針です。これらの国の株式は、上記の投資環境見通しで述べたように商品市況の回復によって

利益が得られやすいためです。一方で商品市況の回復が本格化した場合には、インフレ率が上

昇して中央銀行が金融引き締めを本格化することが考えられます。市場が織り込んでいるペー
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スを上回って米国が利上げする場合には新興国からの資金流出が懸念される他、ECBが金融緩

和を終了して利上げが視野に入る場合にはユーロ高が重荷になってユーロ圏の株式も上値が

重くなることが想定されます。そのため、インフレ率上昇の兆候が見られる場合には新興国株

式やユーロ圏株式のウェイトを減らす方針です。 

業種配分においては、金利上昇が重荷となる公益や通信セクターを持たない一方で、金利上

昇が収益を押し上げやすい金融セクターを保有します。また、上述の通り資源価格上昇の恩恵

が得られる、エネルギーや素材セクターのウェイトを増やす方針です。 

 

●債券 

前期から継続して慎重な投資姿勢をとる方針です。米国において短期金利上昇にもかかわら

ず長期金利が安定していることや、ドイツにおいて中期年限までのマイナス金利がすっかり定

着していることの背後には、近い将来のインフレ率や名目成長率、延いては政策金利上昇余地

に関する過小評価があると考えています。しかし、インフレ率が加速上昇することによって、

この評価が崩れることを想定しています。そのため、先進国の普通国債への投資を抑えながら、

こうした環境下で比較優位な物価連動債への投資を相対的に増やす方針です。 

物価連動債とはその名の通り物価に連動して額面が調整される債券のことです。債券発行後

に物価が前年に比べて５％上昇すれば、仮に発行時の額面100万円の債券は105万円に調整され

る仕組みです。物価連動国債市場では今後の物価上昇率の予想を伴って取引がなされていま

す。ブレイク・イーブン・インフレ率（BEI）と呼ばれる指標です。このBEIが上昇すれば普通

国債よりも高い収益を上げることが可能です。今後は今までの景気回復効果が徐々に物価へ波

及してインフレ率が上昇していくことを見込むため、普通国債よりも物価連動国債を選好する

方針です。 

一方、先進国社債や新興国債も先進国国債と同様に投資を控える方針です。新興国債は、「株

式」で述べた通り、先進国の金融引き締めが新興国からの資金流出のリスクにさらされる可能

性が高いためです。社債は、これまでは世界的な流動性供給に伴ってそのスプレッド（ドル建

てであれば米国債との利回り差）が縮まってきました（価格は上昇）。しかし今後は、この過

去最低スプレッドが更に縮まって得られるアップサイドよりも、流動性が締められてスプレッ

ドが広がってしまう（価格が下落する）リスクに備えるべきと判断しています。 

 

●為替 

引き続き為替ヘッジを活用して日本円売りの比率を抑える方針です。日銀は、強力な金融緩

和を継続して円が他の通貨に対して高くならないようにコントロールをしているものの、円高

のリスクが大きくなってきていると考えています。2013年から始めて５年経過する量的緩和も

好調な景気拡大や海外各国のインフレ率上昇等を背景にいよいよ出口戦略が意識されつつあ

ります。2017年に７年ぶりに利上げをしたカナダや、まだ金融緩和をしているもののその出口

が意識されたユーロ圏は、通貨が対ドルで上昇しました。このように金融緩和からの出口時に
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は通貨が上昇しやすい傾向があるため、今後金融緩和からの出口がテーマになるであろう日本

円の売り持ちを控える方針です。 

外貨の中では引き続き買い持ちと売り持ちを組み合わせた戦略を行います。通貨に関しても

「株式」同様に資源価格上昇が通貨高につながりやすいカナダドル、オーストラリアドル、ノ

ルウェークローネを買い持つ方針です。その一方で、EU離脱交渉が難航することが経済にダ

メージを与えると予想される英国ポンドは売り持つ方針です。 

 

●オルタナティブ 

世界景気拡大の継続が、一次産品価格上昇に作用することを想定して、原油等の商品投資比

率を高める方針です。逆に、金利上昇想定下では魅力に乏しいと考えられるリートについては、

現状通り限定的な保有に留める方針です。 

 

［世界分散投資戦略ファンド］ 

主要投資対象である［野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド］の組み入

れを高位に維持することによって、基準価額の向上に努めます。 

 

引き続き、当ファンドをご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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○１万口当たりの費用明細 (2017年７月22日～2018年１月22日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 108  1.013  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 52)  (0.493)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 52)  (0.493)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  3)  (0.027)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 5   0.045   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  2)  (0.019)   

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (  3)  (0.026)   

（c） 有 価 証 券 取 引 税 0   0.000   (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
   ※有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.000)   

（d） そ の 他 費 用 2   0.022   (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (  1)  (0.014)  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.002)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  1)  (0.006)  信託事務の処理に要するその他の諸費用 

 合 計 115   1.080    

期中の平均基準価額は、10,630円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファン

ドに対応するものを含みます。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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○売買及び取引の状況 (2017年７月22日～2018年１月22日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド 1,118,836 1,350,100 196,816 237,200 

 
＊単位未満は切り捨て。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2017年７月22日～2018年１月22日) 

 

＜世界分散投資戦略ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公社債 3,912 201 5.1 2,726 50 1.8 

株式先物取引 4,809 404 8.4 4,531 394 8.7 
為替先物取引 7,477 143 1.9 8,499 119 1.4 
為替直物取引 2,857 94 3.3 1,995 125 6.3 

平均保有割合 98.3%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 1,406千円 
うち利害関係人への支払額（B） 19千円 

（B）／（A） 1.4％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社、野村信託銀行です。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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○組入資産の明細 (2018年１月22日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド 2,159,156 3,081,177 3,837,298 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 

○投資信託財産の構成 (2018年１月22日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド 3,837,298 98.4 

コール・ローン等、その他 61,011 1.6 

投資信託財産総額 3,898,309 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

＊野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンドにおいて、当期末における外貨建て純資産（2,897,382千円）の投資信託財産総

額（3,941,998千円）に対する比率は73.5％です。 

＊外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。１米ドル＝110.75円、１カナダドル＝

88.72円、１英ポンド＝153.73円、１スイスフラン＝115.14円、１スウェーデンクローナ＝13.80円、１ノルウェークローネ＝14.09円、１ユー

ロ＝135.59円、１ズロチ＝32.49円、１香港ドル＝14.16円、１シンガポールドル＝83.90円、１豪ドル＝88.53円、１メキシコペソ＝5.95円。

 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2018年１月22日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 3,898,309,680   

 コール・ローン等 56,411,629   

 野村ワールド・バランス・ストラテジー マザーファンド(評価額) 3,837,298,051   

 未収入金 4,600,000   

(B) 負債 53,345,574   

 未払収益分配金 3,522,638   

 未払解約金 17,905,571   

 未払信託報酬 31,865,687   

 未払利息 61   

 その他未払費用 51,617   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,844,964,106   

 元本 3,522,638,668   

 次期繰越損益金 322,325,438   

(D) 受益権総口数 3,522,638,668口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,915円 
 

（注）期首元本額は 2,441,124,272 円、期中追加設定元本額は

1,455,015,334円、期中一部解約元本額は373,500,938円、１口当

たり純資産額は1.0915円です。 

○損益の状況 (2017年７月22日～2018年１月22日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △      5,287   

 支払利息 △      5,287   

(B) 有価証券売買損益 141,582,467   

 売買益 145,072,912   

 売買損 △  3,490,445   

(C) 信託報酬等 △ 31,917,304   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 109,659,876   

(E) 前期繰越損益金 42,037,191   

(F) 追加信託差損益金 174,151,009   

 (配当等相当額) (  116,625,684)  

 (売買損益相当額) (   57,525,325)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 325,848,076   

(H) 収益分配金 △  3,522,638   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 322,325,438   

 追加信託差損益金 174,151,009   

 (配当等相当額) (  118,207,041)  

 (売買損益相当額) (   55,943,968)  

 分配準備積立金 148,174,429   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2017年７月22日～2018年１月22日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2017年７月22日～ 
2018年１月22日 

a. 配当等収益(経費控除後) 11,936,741円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 97,723,135円 

c. 信託約款に定める収益調整金 174,151,009円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 42,037,191円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 325,848,076円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 924円 

g. 分配金 3,522,638円 

h. 分配金(１万口当たり) 10円 
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世界分散投資戦略ファンド

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 10円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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＜お申し込み時の留意点＞

販売会社の営業日であってもお申し込みの受付ができない日（以下 ｢申込不可日｣ といいます。）が
あります。
お申し込みの際には、これらの申込不可日に該当する日をご確認のうえ、お申し込みいただきますよ
うよろしくお願いいたします。

（2018年1月22日現在）
年　月 日
2018年１月 －

２月 19
３月 30
４月 ２
５月 ７、28
６月 －
７月 ４
８月 27
９月 ３
10月 －
11月 12、22
12月 25、26

※ 2018年12月までに該当する「申込不可日」を現時点で認識しうる情報をもとに作成しておりますが、諸事情等により
突然変更される場合があります。
したがって、お申し込みにあたってはその点についても十分ご留意下さい。また、諸事情等による申込不可日の変更は、
販売会社に連絡いたしますので、お問い合わせ下さい。
なお、弊社ホームページ（http://www.nomura-am.co.jp/）にも掲載いたしております。
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